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========================================================================== 

全国市長会  週 報  ＝ JACM WEEKLY NEWS ＝ 

第 696 号 平成 16 年７月 26 日発行 

========================================================================== 

◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 「自民党地方税財政改革プロジェクトチーム座長と本会はじめ地方

六団体代表との意見交換会」を開催 

７月 22 日、自民党地方税財政改革プロジェクトチームの片山座長と地方六団体代

表が地方税財政の「三位一体改革」の今後の進め方等について意見交換会を行った。 

本会からは、会長の山出・金沢市長が出席し、補助金改革の議論だけが先行するこ

とにならないよう税源移譲に係る税制改正や交付税の議論も早期にスタートさせる

必要があるなどの意見を述べた。 

 [財政部] 

 

◇ 麻生総務大臣と正副会長等との政策懇談会を開催 

７月 23 日、日本海運クラブにおいて、麻生総務大臣をはじめ山口総務副大臣及び

総務省幹部と全国市長会正副会長等が当面する地方行財政の諸問題について意見交

換を行った。冒頭、山出会長は挨拶の中で、政府から要請があった国庫補助負担金改

革の具体案については小異を捨て､大同につくとの考えに立って取りまとめる決意を

示し、国においてはこれを基に所得税から個人住民税への本格的な税源移譲を実現さ

れるよう要請した。 

 また、麻生総務大臣からは「税源移譲を行うにあたって、地方はその前提として政

府が求めている国庫補助負担金改革案を是非まとめてもらいたい。本年度の地方交付

税等の大幅削減により迷惑をかけた。今後の改革では財政力の弱い自治体には地方交

付税において適切に対応したい」旨の挨拶があった。 

出席の各市長からは地方分権の理念に沿った三位一体改革、保険給付が増大し厳し

い運営を強いられている国民健康保険や介護保険の財政措置の強化、リサイクル問題

をはじめとする廃棄物対策、構造改革特区において講じられた規制の特例措置の全国

的展開、市民等に説明するための国民保護法制のマニュアル作成、都市計画決定権の

包括的移譲等についてそれぞれ要望陳述を行い、麻生総務大臣はじめ総務省幹部から

総括的に回答があった。 

[企画調整室] 
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◇ 構造改革特区に関するインターネット上意見交換掲示板への投稿に

ついて 

構造改革特区制度は２年目を迎え、400 件近い特区が誕生しています。また、現在

特区で講じられた特例措置の全国展開について特区評価委員会において鋭意検討が

進められているところでもあります。こうした状況の中、本会では、構造改革特区に

関する研究会において要望があったことも踏まえ、本年６月 14 日、本会ＨＰのメン

バーズページ内に標記意見交換掲示板を試験的に開設いたしました。 

この掲示板は、構造改革特区構想全般について自由な意見交換、情報発信の場とし

て活用していただくことを目的としております。ぜひ今後、ご投稿・ご利用の程よろ

しくお願いいたします。 

（詳細は、本会ＨＰメンバーズページ「構造改革特区」内に掲載） 

[経済部] 

========================================================================== 

■ ■ ■ も く じ ■ ■ ■ 

★ 全国都市数 ★  ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

◎ 会の動き  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

○ 今週の動き  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

○ 先週の動き  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

○ 行事予定（４週間分）  ・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

◎ 市長の選挙  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

◎ 市長の退任  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

========================================================================== 

★ 全国都市数（平成 16 年７月 26 日現在） ★ 

718 都市 

政令指定都市 13  

中 核 市 35  

特 例 市 40  

一 般 市 607  

特 別 区 23  
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[調査広報部] 

-------------------------------------------------------------------------- 

◎ 会の動き 

○ 今週の動き（７月 26 日～８月１日） 

≪７月 26 日（月） 15:00≫ 

「社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会」に本会から委員

として松浦・坂出市長（社会文教委員長）が出席予定（内容：意見取りまとめについて）。 

[社会文教部] 

 

≪７月 28 日（水） 15:00≫ 

「社会保障審議会医療保険部会」に本会から委員として河内山・柳井市長（国民健

康保険対策特別委員長）が出席予定（内容：医療保険制度体系に関する改革について）。 

[社会文教部] 

 

≪７月 30 日（金） 14:00≫ 

「社会保障審議会介護保険部会」に本会から委員として喜多・守口市長（介護保険

対策特別委員長）が出席予定（内容：報告の取りまとめについて）。 

[社会文教部] 

･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

○ 先週の動き（７月 16 日～７月 25 日） 

≪７月 16 日（金）≫ 

「社会保障審議会介護保険部会」に本会から委員として喜多・守口市長（介護保険

対策特別委員長）が出席（内容：厚生労働省から「制度見直しの具体的内容（案）」

及び「被保険者・受給者の範囲について（案）」について説明後、意見交換）。 

[社会文教部] 

 

≪７月 20 日（火）≫ 

「北欧都市行政調査団事前打合会」を開催（内容：元自治体国際化協会パリ事務所

長の松田聰氏から、フィンランド、スウェーデン、デンマークの地方自治と高齢者福

祉について説明がなされた後、団編成及び視察日程等について打ち合わせを行った。

調査団は、矢田・中央区長を団長に､８月 16 日から 23 日までの８日間、高齢者福祉

をメーンテーマとして、フィンランドのタンペレ市、スウェーデンのストックホルム

市、デンマークのネストヴェズ市を公式訪問するほか、各都市の関係団体等を訪問、

視察することとしている）。 

[調査広報部] 

 

 



全国市長会 週報 第 696 号 平成 16 年７月 26 日発行 

4/5 

≪７月 21 日（水）≫ 

「中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会」に本会から委員として黒氏・恵庭市長

（廃棄物処理対策特別委員長）が出席（内容：厚生労働省から「容器包装リサイクル

法の現状と課題」について説明後、意見交換）。 

[社会文教部] 

 

≪７月 21 日（水）≫ 

「電子行政推進国・地方公共団体協議会 ＬＧＷＡＮ連携部会」を開催（内容：地

方公共団体におけるネットワーク等に関する現状の報告及び意見交換等）。 

[行政部] 

 

≪７月 22 日（木）≫ 

「第 28 次地方制度調査会第５回専門小委員会」を開催（内容：今後の審議に関する

意見交換及び主要な行政分野における国と地方の役割分担・調整等について意見交換）。 

 [行政部] 

 

≪７月 23 日（金）≫ 

「電子自治体推進専門部会 第 10 回幹事会」を開催（内容：ＬＧＷＡＮ連携部会

での審議経過及び今後の進め方等、部会における検討事項(案)について等協議)。 

[行政部] 

 

≪７月 22 日（木）～23（金）≫ 

「港湾都市協議会役員会・第47回総会」を倉敷市において開催（内容：１日目は、役

員会に続いて総会を開催。鳥越・前苫小牧市長の功労者表彰の後、鬼頭港湾局長から昨

今の港湾行政について説明を聴取。議事に入り、会務報告、平成15年度収支計算を承認、

平成16年度運営方針及び収支計算を決定、「港湾関係事業の促進に関する要望（案）」を

決定、関係方面へ要望することとした。また、役員改選を行い、現役員は全員留任、新

たに副会長に森・富山市長、理事に分家・新湊市長、古市・倉敷市長、西川・小松島市

長、監事に河村・周南市長を選任。次期総会の八戸市開催を決定。議事終了後、岡山大

学教授の谷口守氏から講演があった。２日目は、水島港等の行政視察）。 

[経済部] 

･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

○ 行事予定（４週間分：７月 26 日～８月 22 日） 

（ 月 日 ） （時間） （ 会 議 名 ） （ 場 所 ） （ 所 管 ）

７月 29 日（木） 

 ～30 日（金） 
 全 国 基 地 関 係 協 議 会 幹 事 会 恵 庭 市 社会文教部

8月 6 日（金） 1 3 ： 3 0 都市税制調査委員会幹事会・全国都市税務協議会常任幹事会合同会議 全国都市会館第１会議室 財 政 部
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8 月 6 日（金） 1 5 : 0 0 第 5 回 電 子 自 治 体 推 進 専 門 部 会 ルポール麹町アメジスト 行 政 部

8月 5 日（木） 

 ～6 日（金） 
 第 27 回 九 州 地 区 法 律 問 題 研 究 会 都 城 市 行 政 部

8月 5 日（木） 

 ～6 日（金） 
 国立公園関係都市協議会役員会・総会 登 別 市 社会文教部

8 月 16 日（月） 

 ～23 日（月） 
 北 欧 都 市 行 政 調 査 団  調査広報部

 [企画調整室] 

-------------------------------------------------------------------------- 

◎ 市長の選挙 

（選挙日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） （ ふ り が な ） （ 当 選 回 数 ）

7 月 2 5 日 福 井 県 小 浜 市 村 上 利 夫       再 選

7 月 2 5 日 埼 玉 県 富士 見 市 浦  野    清       再 選

7 月 2 5 日 栃 木 県 小 山 市 大 久 保  寿  夫       再 選

7 月 2 5 日 大 阪 府 羽曳 野 市 北 川 嗣 雄 きたがわつぐお 新任（７月 25 日就任）

7 月 2 5 日 鳥 取 県 境 港 市 中 村 勝 治 なかむらかつじ 新任（７月 25 日就任）

7 月 2 5 日 島 根 県 益 田 市 牛 尾 郁 夫       再 選

注）新任市長名につきましては、字体の変更がある場合もあります。 

[総務部] 

-------------------------------------------------------------------------- 

◎ 市長の退任 

（ 退 任 日 ） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） 

７ 月 2 4 日 宮 城 県 名 取 市 石  川  次  夫 

７ 月 2 4 日 神 奈 川 県 綾 瀬 市 見  上  和  由 

[総務部] 

========================================================================== 
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